
～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

15

1,000 1,000

人
1,300 1,400

32

32

対
象
指
標

①
全市民

人
73,706 74,484

②
スポーツ推進委員数

人

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

1,000

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

25

スポーツ推進委員の人数 25 25

30

901 342

1,400
1,400

GO!スポーツの開催数

投

入

資

源

スポーツイベント（ファミリー事業）の参加者数

スポーツイベント（GO!スポーツ）の参加者数
人

1,000

ファミリー事業の延べ参加者数 1,123 1,055

1,000
GO!スポーツの延べ参加者数 875

成
果
指
標

①

②

32
32

284

32

1,400

12
12 12

ファミリー事業の開催数 13 13 2
活
 

動
 

指
 

標

①
スポーツイベント（ファミリー事業）の開催数

回
12 12

②
スポーツイベント（GO!スポーツ）の開催数

回
32

③

25

74,771

0

461

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

12,170 11,977 16,465 12,437

73,21772,877 73,014

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

25 25
25 25

73,514 73,756
住民基本台帳

0.06人

0

吉川市単独

10,60413,665 10,604 239

13,821 13,821

13,821 13,821

0

0

10,365

1.34人 1.34人 1.73人 1.40人

県  補  助  率

正職員投入人員

13,665 10,604 239 10,604

0

1.40人 1.40人

3,217

10,406 10,365 10,604

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

0

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
404101

・スポーツ推進委員の委嘱、定例会の開催
・スポーツ事業の企画運営

0

12,170 11,977 16,465 12,437

1,764 1,612 2,800 1,834 222

0

461

10,406

個別計画の位置付け

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第６節 スポーツによる健康・体力づくり

(1)健康・体力づくりの推進

施　　　　策 直接事業費

執 行 方 法 直営

40410101 スポーツ活動推進事業

3,217

40410201 スポーツ教室等の開催

10,604

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

（直接の対象）スポーツ推進委員
（最終的な対象）市民

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

各種スポーツ事業を企画、開催し、市民がスポーツ活動に参
加する機会を得ることができる。

対象年齢

特定不可 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 -

一般会計予
算
科
目

会計区分

スポーツ活動推進事業

款 項

目 細目

スポーツ費教育費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標２『市民の幸福実感を追求する』 スポーツ総務費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 4041 01

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 スポーツ基本法基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 スポーツ活動推進事業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 互　英久

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

健康長寿部 スポーツ推進課 スポーツ推進係

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved



教育費 / スポーツ費 / スポーツ総務費

１　ファミリー事業 ※令和2年度から「スポーツ教室等開催事業」と本事業を合併

事業名 回数 参加者数 ３　スポーツ教室

キッズスポーツクラブ 中止 事業名 回数 参加者数

親子グラウンドゴルフ大会 １回 延べ35人 ジュニア水泳 中止

チャレンジザウォーク １回 延べ249人 アクアビクス（木） 2回 延べ11人

ボッチャ体験（市民まつり） 中止 アクアビクス（土） 1回 延べ9人

２　ＧＯ！スポーツ ノルディックウォーキング 2回 延べ18人

さいかつぼーる・卓球・卓球バレー・ボッチャ・グラウンドゴルフなど ご近所♪スポーツ教室 18回 延べ131人

回数 参加者数 ４　スポーツ大会

前期 中止 事業名 回数 参加者数

後期 4回 延べ122人 第5回グラウンドゴルフ大会 1回 延べ64人

通年 11回 延べ220人 ５　スポーツ講習会

事業名 回数 参加者数

トレーニング講習会 34回 延べ138人

妥

当

性

若干減少している

98.41%
令和元年度

★★★★ ★★★

対象者の年齢層や能力に応じた種目を実施することで、参加者の増加を図ることが
できる。
スポーツ・レクリエーション事業を実施し、市民のスポーツ活動への参加機会を推進
することは、上位施策であるスポーツによる健康・体力づくりに貢献している。

達成度がかなり低い

達成度がやや低い

効

率

性

★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

主にスポーツ推進委員に対する報酬であり、最小限経費で行っているため、コスト改
善の余地はない。
市民がスポーツに親しむきっかけづくりを目的に、場と機会を提供するものであるた
め、受益者負担の余地はない。

単位当たりコスト換算指標 平成30年度

スポーツイベント（ファミリー事業）の開催数

概ね達成された

令和2年度

921,286.92 円

　　  あり　　     なし

二次評価日

説   明

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

   改善のうえで継続今後の方針

一次評価日

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

有

効

性

成果
指標

20.29% スポーツイベント（ファミリー事業）の参加者
数

①

　　  あり　　      なし

受益者負担
適正化
の余地

　　  あり　　　 　なし

936,170.85 円

変動率

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/回

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標）

成果向上の
余地

令和元年度

① スポーツイベント（ファミリー事業）の開催数

上位施策へ
の貢献度

675.00%
若干増加している

達成された
86.38%

★★★★★

75.36%

6,218,713.00 円

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

平成26年度に、世代、性別、障がいの有無に関係なく、誰もが参加できる事業として一部見直しを行いニュースポーツを取り入れた。
平成29年度には、障がい者スポーツを積極的に導入した。（卓球バレー、ボッチャ）
令和2年度から、「スポーツ活動推進事業」と「スポーツ教室等開催事業」を一体的に推進するため、本事業に統合を図った。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

新型コロナウイルス感染症の拡大防止や新しい生活様式により、不要
不急の外出自粛が求められているため、スポーツ教室などの参加者が
減少傾向にある。

身近で気軽にスポーツや運動ができる機会に対する意識が高まってい
る。

行財政改革大綱
との関連

（点検・確認）

他の事業に統合

評

価

年

度

の

主

な

取

組

市民がスポーツを通じて豊かな生活が送れるように、市がスポーツ基本法に基づき施策を実施することは妥当であ
る。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

101.03%

平成30年度

108.33% 108.33%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
子どもから高齢者まで幅広い世代が気軽に参加できるスポーツ・レクリエーション事業を開催し、様々なスポーツを体
験する場を提供することは、市民の健康づくり・体力づくりに寄与しているものであり妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

16.67%
★★★★★

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

達成された
★

令和2年度

　廃止・休止

一次評価の「今後の方針」を踏まえ、事業の企画・運営に努める。

令和3年6月23日

   改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

終了・完了

   拡　大

一 次 評 価 責 任 者 酒匂　淑子

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

対象者の年齢や、障害の有無に関わらず、誰もが気軽に楽しめるスポーツ種目を実施し、スポーツによる健康・体力づくりを促進、コミュニティの
醸成、地域の活性化を図っていく。

令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

達成度がかなり低い

今後の方針

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

健康長寿部 スポーツ推進課 スポーツ推進係

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 4041 02

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 学校教育法、学校教育基本法、スポーツ基本法基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 学校開放事業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 互　英久

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

昭和50年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 45歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

スポーツ活動推進事業

款 項

目 細目

スポーツ費教育費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標２『市民の幸福実感を追求する』 スポーツ総務費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

（直接の対象）学校開放利用団体・学校開放運営委員
（最終的な対象）市民

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

学校開放体育施設を開放することにより、身近な学校体育施
設でスポーツ活動ができる。

対象年齢

個別計画の位置付け

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第６節 スポーツによる健康・体力づくり

(1)健康・体力づくりの推進

施　　　　策 直接事業費

1,500

21.78%

執 行 方 法 直営

40410301 学校体育施設開放使用許可

449

40410302 学校開放運営委員会の開催

6,438

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
404103

・学校開放運営委員会の開催
・学校体育施設の鍵管理者指定
・学校開放施設利用調整会の開催
・学校開放施設の利用受付・貸出
・学校開放に関する学校体育施設の管理

0

3,085 3,693 3,898 6,938

367 367 501 500 133

0

3,244

2,718

449

2,718 3,326 6,438

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

3,397 6,438 3,112 6,438

0

0.85人 0.85人

0

0.42人

0

47.74% 42.00% 22.30% -6.66% 21.78%

吉川市単独

6,4383,397 6,438 3,112

5,387 5,387

6,887 6,887

1,763 1,637 1,547 △ 216 1,500

0

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

11 12
12 12

73,514 73,756
住民基本台帳

0

12

74,771

73,217

3

2

2 2運営委員会の開催数

3,460

受益者負担率（⑩÷⑤）

1,677

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

1,408 1,930 2,261 5,391

54.35%

③

対
象
指
標

①
全市民

人
73,706 74,484

②
学校開放数

校
11

学校開放の対象校数 11 11

72,877

活
 

動
 

指
 

標

①
利用調整会

回
3 3

②
運営委員会

回

112

55.00 61.00
61.00 61.00

利用可能枠に対する利用枠の割合 53.50 60.11 61.61

110
110 110

成人の代表者を有する5人以上の登録団体 97 109

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

利用率
%

55.00

利用団体数

2 2
2 2

3
3 3

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

団体
110 110

1

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

利用調整会の開催数 3 3

73,014

3,326

0.35人 0.43人 0.43人 0.85人

県  補  助  率

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved



教育費 / スポーツ費 / スポーツ総務費

198

使用率

49.6%

47.4%

32.0%

校庭 体育館 武道場

1,010

974

97

使用可能枠

982

910

1,012

861

1,028

874

9.7%

40.3%

38.4%

79.6%

57.3%

25.8%

-

-

- -

- -

-

- -

1,147 1,575 72.8% -

982 1,455 67.5% -

846

63.4%

254 274

使用可能枠 使用率

- -

536 544 98.5% -

-

-

-

-

1,175 1,507 78.0% -

424 442 95.9% -

-

- -

-

美南小

中央中

1,536 61.6%

1,525 55.5% -

1,023 1,620 63.1% -

1,225 1,552 78.9% -

589

554

501

462

31

北谷小

栄小

中曽根小

20

51

使用枠

活動
指標

100.00%
★★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし

   改善のうえで継続

今後の方針

受益者負担
適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

達成された

★★★★★

増加している
119.70%

令和元年度

★★★★ ★★★★★

　　  あり　　      なし

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/回

　　  あり　     　 なし

   改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

終了・完了　現状のまま継続 他の事業に統合 　廃止・休止

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

一次評価「今後の方針」を踏まえ、学校や教育委員会と連携して、事業運営にあたる。

令和3年6月23日

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
学校教育法第137条、社会教育法44条及びスポーツ基本法第13条に基づき、学校教育に支障のない限り学校体育
施設を一般に供するよう努めなければならないとされていることから、利用調整会や運営委員会を開催し、学校と利
用者との調整を図っている当事業の対象、手段、意図は妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

南中

東中

吉川小

旭小

三輪野江小

関小

令和2年度の各校利用率

学校名

使用枠 使用可能枠 使用率

成果
指標

101.00%
（増加目標指標）

19.8%

-

101

-

使用枠

917 1,564 58.6% -

吉川中

95

367

389

685

利用率②

946

（増加目標指標）

効

率

性

★★★★★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

小中学校鍵管理者への報償費はボランティアに等しいものであり、低コストで取り組
んでいる事業のため、コスト改善の余地はない。
平成18年度から受益者負担として使用料を徴収しており、これ以上の受益者負担の
適正化の余地はない。

学校体育施設の利用調整を図り、利用が円滑になることで成果向上の余地はある。
学校体育施設の利用は、身近なスポーツ活動の場になることから、スポーツによる健
康・体力づくりという上位施策への貢献度は高い。

達成された

達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 利用調整会

上位施策へ
の貢献度

187.85%
若干減少している

達成された
97.27%

★★★★★

109.29%

2,312,540.00 円 1,028,433.33 円 1,231,083.33 円

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

平成18年度から「吉川市立小・中学校体育施設開放に関する使用料条例」の施行により、使用料を徴収。
平成18年度から「学校体育施設運営委員会」を置く。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

学校側から利用後の状況について苦情を受けることが多い。
ただし、運動場などは一般利用者もいるため、学校開放利用団体とは
限らない。

地域の拠点である小中学校の体育施設が利用できるため、利便性が
高い。

平成18年度から「吉川市立小・中学校体育施設開放に関する使用料条例」に基づき使用料を徴収しているが、全庁的に使用料の見直しを図る
際に併せて、使用料の改定を検討する。行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

概ね達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

利用調整会
92.60%

評

価

年

度

の

主

な

取

組

利用団体と小中学校との連絡・調整や、学校体育施設（体育館出入り口）の鍵貸出し管理などの業務を行うため、行
政機関が実務を行う必要がある。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 酒匂　淑子

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

学校体育施設の利用にあたっては、「利用調整会」において利用団体に注意喚起をしながら、継続して安定的な運営に努める。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

   拡　大

平成30年度

100.00% 100.00%

382 414 92.3% - - -

-

154 77.9%92.7% 120

平均値

使用枠 使用可能枠 使用率

13,296 21,583 61.61%

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

団体
25 25

37

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

総合型地域スポーツクラブ会員数
人

160

39 6

150 150
100 100

総合型地域スポーツクラブの会員数 124 99 39

25
24 24

スポーツ協会の加盟団体数 25 25

総合型地域スポーツクラブ設置数
団体

1 1 1

スポーツ協会主催の教室、市民体育祭、ﾏﾗｿﾝ大会、表彰式

スポーツ協会加盟団体数

42 42
42

25

42

4,250
4,140 4,140

スポーツ協会補助金 4,269 4,271 1,718
活
 

動
 

指
 

標

①
スポーツ協会への補助金額

千円
4,269 4,271

②
スポーツ協会主催事業数

回
42

1 1
総合型地域スポーツクラブの設置数 1 1 1

③

対
象
指
標

①
全市民

人
73,706 74,484

②

74,771

0

△ 12,937

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

30,557 30,381 30,911 17,444

73,21772,877 73,014

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

73,514 73,756
住民基本台帳

△ 1.30人

0

吉川市単独

15,45126,383 15,451 △ 10,384

19,806 19,806

19,806 19,806

0

0

25,835

3.35人 3.34人 3.34人 2.04人

県  補  助  率

26,383 15,451 △ 10,384 15,451

0

2.04人 2.04人

4,355

26,016 25,835 15,451

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

0

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
404104

・スポーツ団体が行う事業、教室及び大会等の開催を支援す
る。
・市民体育祭やなまずの里マラソンを共催する。
・スポーツ団体の育成と自主運営ができるように支援する。

0

30,557 30,381 30,911 17,444

4,541 4,546 4,528 1,993 △ 2,553

0

△ 12,937

26,016

個別計画の位置付け

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第６節 スポーツによる健康・体力づくり

(2)スポーツ、レクリエーション活動の支援

施　　　　策 直接事業費

執 行 方 法 補助・負担等 補助金の交付

40410403 社会教育関係団体補助金交付

4,355

15,451

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

（直接の対象）市スポーツ協会、市スポーツ少年団、総合型
地域スポーツクラブ
（最終的な対象）市民

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

スポーツ団体の活動を支援し、育成、自立を促すことにより、
市民のスポーツ活動の参加の機会が拡大する。

対象年齢

特定不可 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 -

一般会計予
算
科
目

会計区分

スポーツ活動推進事業

款 項

目 細目

スポーツ費教育費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標２『市民の幸福実感を追求する』 スポーツ総務費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 4041 03

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 スポーツ基本法基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 スポーツ団体活動支援事業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 互　英久

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

健康長寿部 スポーツ推進課 スポーツ推進係

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved



教育費 / スポーツ費 / スポーツ総務費

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/千円

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

スポーツ協会への補助金額
124.68%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

今後もスポーツ団体を支援することは、市民のスポーツ活動の参加の機会を拡大するとともに、心身ともに健康で豊
かな生活を送るための、役割分担として妥当である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 酒匂　淑子

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

市の他事業と実施内容を比較、差別化し、幅広い年齢の方が参加できる種目を実施することで、より多くの市民の健康・体力づくりの推進を行
う。
健康体操等を取り入れ、高齢者がより参加しやすくすることで、市民の健康寿命を伸ばすきっかけをつくる。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

スポーツ協会加盟団体数①

ほぼ変動していない

99.38%
令和元年度

★★★★★ ★★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

総合型地域スポーツクラブについて、平成24年度に補助金交付要綱を整備し、平成24年度から平成26年度までは20万円、平成27年度から平成
28年度までは10万円の補助を行い、平成28年度をもって補助を終了した。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

現在、少子・高齢化が進み、総合型地域スポーツクラブの会員の約５割
が65歳以上となっていることから、会員減少が見込まれる。幅広い年齢
を対象とした種目を実施する必要がある。

総合型地域スポーツクラブの会員の約５割が６５歳以上であることか
ら、高齢者の参加率を増やすことで、市の健康寿命を伸ばすきっかけと
なる。

行財政改革大綱
との関連

（点検・確認）

効

率

性

★★★★★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

スポーツ団体の自主的な活動を促進し、マラソンや市民体育祭など共催事業に係る
人件費を抑制することでコスト改善の余地はある。
スポーツ団体に対する補助事業であるため、受益者負担の適正化の余地はない。

スポーツ団体主催の大会や教室等が積極的に開催されることで、市民のスポーツ活
動がより推進されることから成果向上の余地はある。
スポーツ団体への活動支援は、スポーツによる健康・体力づくりという上位施策への
貢献度は高い。

達成度がかなり低い

達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

② スポーツ協会主催事業数

上位施策へ
の貢献度

142.74%
増加している

概ね達成された

100.00%

★★★★

100.00%

10,153.85 円 7,157.91 円 7,113.30 円

成果
指標

100.00%

88.10% 92.86%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
吉川市スポーツ協会、吉川市スポーツ少年団の活動に対し、その事業費の一部を補助することは、スポーツ基本法
第34条の規定に基づき必要があることから、対象や手段は妥当である。
スポーツ団体を支援し、育成、自立を促進することは、市民のスポーツ活動の参加の機会が拡大されるため、意図と
して妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

14.29%
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

概ね達成された

他の事業に統合 　廃止・休止

一次評価「今後の方針」を踏まえ、各団体と連携して、事業運営にあたる。

令和3年6月23日

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

達成された

１　スポーツ協会主催事業

事業名 回 参加者数 備考

吉川なまずの里マラソン 0人 新型コロナウイルス感染症の予防のため延期（参考：24回大会は6,148人が参加）

各小学校区市民体育祭 0人 新型コロナウイルス感染症の予防のため中止（参考：24回大会は台風の影響で2校区のみ開催し、2,200人が参加）

種目別市民体育祭 5 798人 野球、射撃、少年野球、テニス、ハンドボール

スポーツ教室開催数 2 67人 水泳、サッカー

スポーツ協会表彰式 1 49人 受賞者数

合計 8 914人

２　なまずの里クラブの開催数及び登録者数

事業名 回 登録者数

卓球 20 22人

バドミントン 20 17人

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

人
85,000 100,000

6

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

6 6

100,000
100,000 100,000

年間利用者 101,221 88,538

職員による定期点検（2か月に1回）

利用者

6 6
6

55,307

6

340
340 340

年間開館日数 339 339 265
活
 

動
 

指
 

標

①
開館日数

日
340 340

②
定期点検数

回
6

③

対
象
指
標

①
全市民

人
73,706 74,484

②

74,771

△ 7

△ 6,314

受益者負担率（⑩÷⑤）

4,713

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

47,764 58,166 47,259 51,852

8.97%

73,21772,877 73,014

62 19 62 12

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

73,514 73,756
住民基本台帳

0.31人

0

6.60% 7.07% 4.82% 151.92% 7.83%

吉川市単独

15,14813,349 15,148 2,076

48,334 48,334

52,463 52,463

4,109 4,425 2,968 △ 1,141 4,110

0

13,072

1.47人 1.69人 1.69人 2.00人

県  補  助  率

1 1

10,819 6,711

13,349 15,148 2,076 15,148

0

2.00人 2.00人

37,315

11,416 13,072 15,148

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

0

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
404105

・総合体育館の貸管理業務、施設維持管理業務を行う。
・職員による日常点検、施設点検を行う。

6,711

52,539 62,294 62,565 61,543

41,123 49,222 49,216 46,395 △ 2,827

0

△ 751

11,416

個別計画の位置付け

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第６節 スポーツによる健康・体力づくり

(3)スポーツ環境の整備

施　　　　策 直接事業費

4,110

7.83%

1919

執 行 方 法 一部委託 委託業務の発注

40410501 総合体育館使用許可の交付(窓口)

37,315

40410502 まんまる予約利用者登録

15,148

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

（直接の対象）総合体育館利用者
（最終的な対象）市民

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

総合体育館の利用者が安全で快適に利用できる。

対象年齢

昭和58年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 37歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

体育施設管理運営事業

款 項

目 細目

スポーツ費教育費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標２『市民の幸福実感を追求する』 体育施設費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 4041 04

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 スポーツ基本法基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 総合体育館管理運営事業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 互　英久

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

健康長寿部 スポーツ推進課 スポーツ推進係

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved



教育費 / スポーツ費 / 体育施設費

新型コロナウイルス感染症対策のため休場した期間

・令和2年4月1日から令和2年6月14日有
料

5市1町内

免        除

団
体
利
用

有
料

5市1町内

5市1町外

免        除

小　　計

合　　　計

3,249284 12 231,720

免        除

小　　計

55,307

1,701

1,930 329 29 30 4,809 7,127

1,454

25,288 12,154 5,732 5,085 2,239 4,809合　　　計

201 45 1

4,672 40 132 752

個
人
利
用

有
料

5市1町内

5市1町外

12,499

23,358 11,825 5,703 5,055 2,239 48,180利
用
者
数

16,212 7,153 5,663 4,923 1,487 35,438

243

5,288

9 16 7 106 138

243

6,903

209 368 4 7 43 631

1,583 841 393 425 83 3,325

総合体育館利用状況 大体育室 小体育室 第1武道場 第2武道場 小会議室 トレーニング室 計

利
用
件
数

団
　
　
体

1,348 473 389 418 40 2,668

5市1町外 26 26

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/日

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

開館日数
130.64%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

行政が住民の健康・体力づくりを目的とした施設の維持管理を行うことは、施設管理者としての責務であり、他の自
治体においても同様である。今後も業務委託の受託者と緊密に連携しながら、利用者からの要望にも対応していく。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 酒匂　淑子

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

施設設備の修繕については、必要性やコストなどを踏まえながら、優先度の高いものから順次対応していく。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

利用者①

増加している
118.57%

令和元年度

★★★★★ ★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

施設設備の修繕は、優先度の高いものから随時対応している。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

昭和58年に開館して以来38年が経過し、施設の老朽化が著しい。 吉川市公共施設長寿命化計画（令和3年3月策定）に基づき、今後計画
的に改修を行う。

施設設備の修繕については、予防保全、事後保全から最適な手法を選択し維持管理を行っていく。また、総合体育館を今後も持続可能な施設
とするためには、適正な受益者負担の検討も必要となってくる。行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

老朽化した施設設備を改善し、維持費やランニングコストを削減することで、コスト改
善の余地はある。
使用料について、実状に合った見直しをすることで受益者負担の適正化の余地はあ
る。

施設を適正に維持管理することにより、安全性と利便性が確保されるものであり、成
果向上の余地はある。
基本計画に位置付けされているスポーツ環境を整備することで、スポーツによる健
康・体力づくりという上位施策への貢献度は高い。

達成度がやや低い

概ね達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 開館日数

上位施策へ
の貢献度

126.38%
増加している

概ね達成された

119.08%

★★★★

88.54%

232,239.47 円 154,983.75 円 183,759.55 円

成果
指標

55.31%

99.71% 99.71%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
スポーツによる健康・体力づくりを目的に市が施設を設置し、市民が安全で快適に利用できるように施設管理するこ
とは責務であり、対象、手段、意図は妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

77.94%
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

概ね達成された

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月23日

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

達成度がやや低い

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved



～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

健康長寿部 スポーツ推進課 スポーツ推進係

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 4041 05

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 市民プール条例、同条例施行規則基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 市民プール（屋外）管理運営事業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 互　英久

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

昭和56年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 39歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

体育施設管理運営事業

款 項

目 細目

スポーツ費教育費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標２『市民の幸福実感を追求する』 体育施設費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

（直接の対象）屋外市民プールの利用者
（最終的な対象）市民

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

屋外市民プールの利用者が安全で快適に利用できる。

対象年齢

個別計画の位置付け

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第６節 スポーツによる健康・体力づくり

(1)健康・体力づくりの推進

施　　　　策 直接事業費

－

執 行 方 法 直営

40410601 市民プール(屋外)管理業務

1,033

5,605

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
404106

・屋外市民プールの適正な維持管理を行う。
・屋外市民プールの今後の在り方について検討する。

0

41,145 43,525 4,508 6,677

37,883 40,199 1,111 1,073 △ 39,127

0

△ 36,848

3,262

市民プール（屋内温水）管理運営事業

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

0

3,397 5,605 2,279 5,605

0

0.74人 0.74人

0

3,262 3,326 5,605

3,326

0.42人 0.43人 0.43人 0.74人

県  補  助  率

0.31人

0

17.79% 21.01%

吉川市単独

5,6053,397 5,605 2,279

6,638 5,605

6,638 5,605

7,741 △ 7,741 －

0

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

73,514 73,756
住民基本台帳

74,771

0

△ 29,107

受益者負担率（⑩÷⑤）

9,129

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

32,016 35,784 4,508 6,677

22.19%

73,21772,877 73,014
対
象
指
標

①
全市民

人
73,706 74,484

②

-
- -

開場日数実績 37 43 -
活
 

動
 

指
 

標

①
市民プール(屋外)開場日数

日
42 43

②

③

-

-
- -

プールを利用した延べ人数 30,729 28,552

市民プール(屋外)利用者数

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

人
31,000 31,000
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教育費 / スポーツ費 / 体育施設費

吉川市屋外市民プールの今後の在り方庁内会議

評価不可

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 評価不可

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年度についても休止（休場）とし、屋外市民プールの今後の在り方について検討していく。

令和3年6月23日

88.10% 100.00%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
スポーツによる健康・体力づくりを目的に市が設置し、市民が安全で快適に利用できるように施設を管理することは
責務であり、対象、手段、意図は妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

★★★★★
有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

老朽化した施設・設備を大規模に改修し、経費の見直しを図ることで、コストを改善す
る余地はある。
使用料については、実状に鑑みて受益者負担を適正化する余地はある。

施設を適正に維持管理することにより、安全性と利便性が確保されるものであり、成
果向上の余地はある。
基本計画に位置付けされているスポーツ環境を整備することで、スポーツによる健
康・体力づくりという上位施策への貢献度は高い。

概ね達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 市民プール(屋外)開場日数

上位施策へ
の貢献度

若干増加している

概ね達成された

99.13%

★★★★

92.10%

1,112,016.86 円 1,012,212.19 円

成果
指標

市民プール(屋外)利用者数①

若干減少している

91.02%
令和元年度

★★★★ ★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

機械設備の老朽化が著しく、設備等の更新や修繕に多額の経費を要することから、屋外市民プールの今後の在り方を検討するため令和2年は
休場した。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

昭和56年に開館して以来、39年が経過し、年間を通して夏季の1か月半
のみの開場であり、維持経費が赤字である。

今後の運営については、屋外市民プールの在り方庁内検討会議や有
識者会議の提言を踏まえて対応していく。

経営的視点から、年間40日の開場期間、利用者数に対する費用対効果について検討する必要がある。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

評価不可

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 酒匂　淑子

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

令和3年度についても休止（休場）とし、屋外市民プールの今後の在り方について検討していく。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/日

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 概ね達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

市民プール(屋外)開場日数
101.68%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

市民が安全で快適に利用できるように施設を管理することは市の責務であり妥当だが、レジャー的要素が強く、老朽
化により整備にかかるコストが増加している屋外市民プールに対する行政の役割については検討を要する。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

第4回庁内検討会議 令和3年2月19日
・多目的利用の案についての意見聴取
・多目的利用の案の優先度の検討、絞り込み

開催日

令和2年8月27日

令和2年10月16日

第1回庁内検討会議

第2回庁内検討会議

主な内容等

・検討資料の説明と意見聴取
・屋外市民プールの方向性についての意見聴取

・検討資料修正案の精査
・庁内検討会議における意見のまとめ

有識者会議 令和2年11月18日
・資料による検討の目的の説明と意見聴取
※休場期間（夜間利用も含む）の多目的利用による収支の改善により、　
屋外市民プールを存続できないかを検討すべきとの意見

第3回庁内検討会議 令和3年2月4日
・これまでの検討会議のまとめ
・今後の検討の進め方

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

人
58,000 58,000

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

58,000
58,000 58,000

屋内温水プールを利用した延べ人数 59,066 53,503

利用者数

18,039

320
320 320

休館日、臨時休館等を除いた開館日数 322 337 198
活
 

動
 

指
 

標

①
開場日数

日
320 320

②

③

対
象
指
標

①
全市民

人
73,706 74,484

②

74,771

0

8,507

受益者負担率（⑩÷⑤）

10,438

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

68,667 65,446 67,494 73,953

13.20%

73,21772,877 73,014

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

73,514 73,756
住民基本台帳

0.32人

0

13.40% 13.89% 4.33% 4.51%

吉川市単独

3,9381,580 3,938 2,391

74,830 74,830

78,361 78,361

10,128 11,521 3,531 △ 6,597 3,531

0

1,547

0.20人 0.20人 0.20人 0.52人

県  補  助  率

1 1

3,908 4,023

1,580 3,938 2,391 3,938

0

0.52人 0.52人

74,423

1,553 1,547 3,938

市民プール（屋外）管理運営事業

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

0

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
404107

・屋内温水プールの貸管理業務、施設維持管理業務を行う。

4,023

79,105 75,574 82,923 81,507

77,552 74,027 81,343 77,568 3,542

0

5,933

1,553

個別計画の位置付け

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第６節 スポーツによる健康・体力づくり

(1)健康・体力づくりの推進

施　　　　策 直接事業費

3,531

4.51%

執 行 方 法 一部委託 業務委託を発注

40410701 温水プール管理業務

74,423

40410702 専用コース使用許可

3,938

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

（直接の対象）屋内温水プールの利用者
（最終的な対象）市民

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

屋内温水プールの利用者が安全で快適に利用できるように
なる。

対象年齢

平成7年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 25歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

体育施設管理運営事業

款 項

目 細目

スポーツ費教育費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標２『市民の幸福実感を追求する』 体育施設費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 4041 06

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 市民プール条例、同条例施行規則基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 市民プール（屋内温水）管理運営事業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 互　英久

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

健康長寿部 スポーツ推進課 スポーツ推進係

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved



教育費 / スポーツ費 / 体育施設費

新型コロナウイルス感染症対策のため休場した期間

・令和2年4月1日から令和2年6月16日

・令和3年1月4日から令和3年3月7日

合　　計 18,039

屋内温水プール　利用者数

―

小　　計
10,329 321 1,519 796 4,553 411 110

12,965 5,074

4歳～小学生 専用コース 高齢 障がい

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/日

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

開場日数
122.30%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

行政が住民の健康・体力づくりを目的とした施設の維持管理を行うことは、施設管理者としての責務であり、他の自
治体においても同様である。今後も業務委託の受託者と緊密に連携しながら、利用者からの要望にも対応していく。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 酒匂　淑子

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

施設設備の修繕については、必要性やコストなどを踏まえながら、優先度の高いものから順次対応していく。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

利用者数①

若干減少している

91.28%
令和元年度

★★★★★ ★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

施設設備の修繕は、優先度の高いものから随時対応している。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

今後は感染症対策についても考慮していく必要がある。 水泳やアクアビクスなどによる、健康増進に寄与している。また、日本
水泳連盟25ｍ公認プールであり、ジュニア水泳記録会などに利用して
いる。

施設整備の修繕については、必要性やダウンサイジングを含めて検討する。また、屋内温水プールを今後も持続可能なものとするためには、適
正な受益者負担の検討、施設設備の予防保全が重要となってくる。行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

老朽化した施設設備を改善し、維持費やランニングコストを削減することで、コスト改
善の余地はある。
使用料について、実状に合った見直しをすることで受益者負担の適正化の余地はあ
る。

施設を適正に維持管理することにより、安全性と利便性が確保されるものであり、成
果向上の余地はある。
基本計画に位置付けされているスポーツ環境を整備することで、スポーツによる健
康・体力づくりという上位施策への貢献度は高い。

達成度がやや低い

概ね達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 開場日数

上位施策へ
の貢献度

183.56%
増加している

達成された
101.84%

★★★★★

92.25%

411,651.17 円 245,668.37 円 224,254.25 円

成果
指標

31.10%

100.63% 105.31%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
スポーツによる健康・体力づくりを目的に市が施設を設置し、市民が安全で快適に利用できるように施設管理するこ
とは責務であり、対象、手段、意図は妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

61.88%
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月23日

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

達成度が低い

（人）

区　　分
有料分 免除

一般 中高生

5市１町外 689 56 230 ― ―

介助者

5市１町内 9,640 265 1,289 4,553 411 110

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

健康長寿部 スポーツ推進課 スポーツ推進係

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 4041 07

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 旭公園球場条例、同条例施行規則、都市公園条例等基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名
旭公園球場等屋外体育施設管理運営事
業

所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 互　英久

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

平成8年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 24歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

体育施設管理運営事業

款 項

目 細目

スポーツ費教育費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標２『市民の幸福実感を追求する』 体育施設費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

（直接の対象）旭公園球場・テニスコート等屋外体育施設の
利用者
（最終的な対象）市民

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

旭公園球場やテニスコート等の利用者が、安全で快適に利
用できる。

対象年齢

個別計画の位置付け

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第６節 スポーツによる健康・体力づくり

(1)健康・体力づくりの推進

施　　　　策 直接事業費

1,223

8.24%

執 行 方 法 一部委託 業務委託を発注

40410801 旭公園球場使用許可

14,006

40410802 テニスコート使用許可

833

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
404108

・旭公園球場やテニスコート等屋外体育施設の貸管理業務を
行う。
・旭公園球場の維持管理業務を行う。

2,802

14,942 14,008 18,506 18,385

14,088 13,158 17,637 17,552 4,394

0

4,377

854

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

0

869 833 △ 18 833

0

0.11人 0.11人

14,006

854 851 833

1 1

2,354 2,802

851

0.11人 0.11人 0.11人 0.11人

県  補  助  率

0

0

8.53% 5.63% 6.85% 8.24%

吉川市単独

833869 833 △ 18

13,616 13,616

14,839 14,839

1,195 1,042 1,259 64 1,223

0

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

73,514 73,756
住民基本台帳

74,771

0

1,511

受益者負担率（⑩÷⑤）

1,153

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

13,789 12,813 15,110 14,324

7.72%

73,21772,877 73,014
対
象
指
標

①
全市民

人
73,706 74,484

②

250
250 250

旭公園球場の開場日数（雨天等使用不可日除く） 252 213 184
活
 

動
 

指
 

標

①
旭公園球場開場日数

日
220 250

②
テニスコート開場日数（2か所計）

日
570

③

580 580
580

8,190

580
595 591

38,000 38,000
38,000 38,000

テニスコートの年間利用者延べ人数 35,585 33,597 28,908

11,000
13,000 13,000

旭公園球場の年間利用者延べ人数 12,545 11,947

テニスコートの開場日数（雨天等使用不可日除く）

旭公園球場利用者数

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

テニスコート利用者数
人

38,000

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

人
12,000 13,000

584
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教育費 / スポーツ費 / 体育施設費

１　旭公園球場　利用者数 ３　吉川運動公園テニスコート　利用者数

5市１町外 650 650

合　　計 6,290 1,900 8,190

★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

達成度がやや低い

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月23日

114.55% 85.20%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
スポーツによる健康・体力づくりを目的に市が施設を設置し、市民が安全で快適に利用できるように施設管理するこ
とは責務であり、対象、手段、意図は妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

73.60%
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

概ね達成された

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

老朽化した施設設備を改善し、維持費やランニングコストを削減することで、コスト改
善の余地はある。
使用料について、実状に合った見直しをすることで受益者負担の適正化の余地はあ
る。

施設を適正に維持管理することにより、安全性と利便性が確保されるものであり、成
果向上の余地はある。
基本計画に位置付けされているスポーツ環境を整備することで、スポーツによる健
康・体力づくりという上位施策への貢献度は高い。

達成度がやや低い

概ね達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 旭公園球場開場日数

上位施策へ
の貢献度

151.93%
増加している

達成された
104.54%

★★★★★

91.90%

99,918.57 円 59,295.04 円 65,767.46 円

成果
指標

74.45%
旭公園球場利用者数①

増加している
110.92%

令和元年度

★★★★★ ★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

施設設備の修繕は、優先度の高いものから随時対応している。
旭公園球場については内野外野芝生に段差があり、安全使用に支障があるため令和2年度末に改修を始めた。
テニスコート管理協力員連絡会は令和2年度で廃止し、市テニス協会との協定に基づく優先調整を行う体制に改善した。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

公共施設の老朽化については市全体の課題となっており、旭公園球場
についても施設の老朽化、設備の故障が明らかであることから、今後利
用者からの維持管理に関する要望が増加することが見込まれる。

業務委託において、休場整備に見識のある職員が配置されたことによ
り、グラウンドをはじめとした施設の状態は改善傾向である。

施設設備の修繕については、必要性やダウンサイジングを含めて検討する。また、必要に応じて野球団体等の利用者からの意見聴取による
ニーズの把握を行うなどして、最適な手法を選択していく。行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 酒匂　淑子

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

施設設備の修繕については、必要性やコストなどを踏まえながら、優先度の高いものから順次対応していく。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/日

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

旭公園球場開場日数
112.85%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

行政が住民の健康・体力づくりを目的とした施設の維持管理を行うことは、施設管理者としての責務であり、他の自
治体においても同様である。今後も業務委託の受託者と緊密に連携しながら、利用者からの要望にも対応していく。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

(人)

区　　分 有料分 免除 合計

5市１町内 5,640 1,900 7,540 （うち市内 6,044）

(人)

区　　分 有料分 免除 合計

5市１町内 7,202 4,176 11,378

２　沼辺公園テニスコート　利用者数

（うち市内 9,876）

5市１町外 107 107

合　　計 7,309 4,176 11,485

(人)

区　　分 有料分 免除 合計

5市１町内 13,687 3,599 17,286 （うち市内 12,645）

5市１町外 137 137

合　　計 13,824 3,599 17,423

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved


